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令和７年度鬼北町下水道事業会計予算 
 

  （総則） 

  第１条 令和７年度鬼北町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  （業務の予定量） 

  第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

   （１）下 水 道 接 続 戸 数（浄化槽設置含む）         １，６１５戸 

   （２）利用者数（流入人口除く）               ３，１７６人 

   （３）利用者数（流入人口含む）               ３，３３３人 

   （４）年間汚水処理水量                ２７６，３０５ｍ3 

   （５）一日平均処理水量                    ７５７ｍ3 

   （６）主要な建設改良事業 

      （ア）浄 化 槽 設 置 事 業（浄化槽）    ３６，０９４千円 

      （イ）ポンプ場及び処理場修繕工事（農 集）     ２，６４８千円 

  

  （収益的収入及び支出） 

  第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

         収   入  

      第 １ 款   下水道事業収益        ２２５，２７６千円 

        第 １ 項   営 業 収 益        ６０，２９４千円 

        第 ２ 項   営 業 外 収 益       １６４，９８２千円 

 

 

         支   出 

      第 １ 款   下水道事業費用        ２２５，２７６千円 

        第 １ 項   営 業 費 用       ２１５，７８３千円 

        第 ２ 項   営 業 外 費 用         ７，６４３千円 

        第 ３ 項   予    備    費         １，８５０千円 
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  （資本的収入及び支出） 

  第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収   入 

      第 １ 款   資 本 的 収 入          ８２，８１２千円 

        第 １ 項   企  業  債        １６，２００千円 

        第 ２ 項   補  助  金        １７，８４２千円 

        第 ３ 項   負 担 金 等        ４８，７７０千円 

           

支   出 

      第 １ 款   資 本 的 支 出          ８２，７７５千円 

        第 １ 項   建 設 改 良 費        ４４，２８５千円 

        第 ２ 項   企業債償還金        ３８，１９０千円 

        第 ３ 項   予    備    費           ３００千円 

 

 

  （企業債） 

  第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。                   （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

１ 過疎対策事業 ８，１００ 借入先  財務省ほか 

借入方法 普通貸借又は証券発行 

借入時期 令和７年度 

 ただし、事業又は町財政の都合によ

り、起債額の全額若しくは一部を翌年

度へ繰越し借用できる。 

年３．００％以内 （1）１２年以内（内据置３年以内） 

 ただし、下水道経営の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償

還又は低利に借換えすることができる。 

（2）前項の据置期間、償還期限、償還の

方法が借入先の融資条件に抵触するとき

は、その融資条件によることができる。 

２ 下水道事業 ８，１００ 同上 同上 （1）３０年以内（内据置５年以内） 

以下同上 

（2）同上 

 

－2－



 

 

  （一時借入金） 

  第６条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 

 

  （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

  第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

   （１）各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費の各項間の流用 

 

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

  第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合 

   は、議会の議決を経なければならない。 

   （１）職員給与費      ３１３，７８８千円 

  

  （一般会計からの補助金） 

  第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２８，３７２千円である。 

 

 

 

 

 

        令和７年３月５日提出 

 

                                      愛媛県鬼北町長  兵 頭 誠 亀 
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1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料

2 その他の営業収益

2 営業外収益

1 他会計負担金

2 補助金

3 他会計補助金

4 長期前受金戻入

 令和７年度　鬼北町下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 予定額（千円） 備        考

60,294

60,270

収益的収入及び支出

収　　　入

105,001

225,276

24

164,982

6,232

22,749

31,000
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1 下水道事業費用

1 営業費用

1 管渠費

2 ポンプ場費

3 処理場費

4 総係費

5 減価償却費

6 資産減耗費

2 営業外費用

1

2 消費税及び地方消費税

3 予備費

1 予備費

款 項 目 予定額（千円）

支　　　出

備        考

215,783

2,091

4,410

225,276

1,850

7,643

5,993

1,650

1,850

60,422

43,752

100

105,008

支払利息及び企業債取扱諸費
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1 資本的収入

1 企業債

1 建設改良債

2 補助金

1 国庫補助金

2 県補助金

3 他会計補助金

3 負担金等

1 他会計負担金

2

款 項 目 予定額（千円） 備        考

16,200

48,770

38,190

10,580

82,812

16,200

受益者負担金及び分担金

資本的収入及び支出

収　　　入

17,842

5,623

9,630

2,589
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1 資本的支出

1 建設改良費

1 管渠建設改良費

2 ポンプ場建設改良費

3 処理場建設改良費

2 企業債償還金

1

3 予備費

1 予備費

300

300

支　　　出

款 項 目

企業債償還金 38,190

82,775

44,285

41,637

968

備        考予定額（千円）

38,190

1,680
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1 款　下水道事業収益 （単位：千円）

1 営業収益

1 1 公共下水道使用料

2 2 督促手数料

2 営業外収益

1 1 一般会計負担金

2 1 国庫補助金

3 1 一般会計補助金

4 1 受贈財産評価額

3 国庫補助金

4 県補助金

5 他会計補助金

7 受益者分担金及び負担金

9 その他長期前受金 元金償還繰入金

廃目

消費税及び地方消費 廃目

税還付金

164,982 139,527 25,455

22,940 △191

31,000 0 31,000

他会計負担金 6,232 6,835 △603

他会計補助金 22,749

補助金

受取利息及び配当金 0 1 △1

長期前受金戻入

0

6,232

受贈財産評価額 25 25

22,749一般会計補助金 22,749

6,232一般会計負担金

国庫補助金 31,000 31,000

105,001 109,421 △4,420

44,521 44,521国庫補助金

35,672

受益者分担金及び負担金 4,147 4,147

他会計補助金

県補助金

前年度
予定額

比　　　較
節

その他の営業収益 24 25 △1 手数料

下水道使用料 60,270 60,043 227 下水道使用料

令和７年度　鬼北町下水道事業会計予算説明書

24

60,294 60,068 226

60,270 60,270

24

説　　　　　明
区　分 金　額

収益的収入及び支出

収　　 入

項　　　目
本年度
予定額

330 △330

13,308 13,308

7,3287,328

35,672
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1 款　下水道事業費用 （単位：千円）

1 営業費用

1 16 賃借料 施設用地借上料

17 修繕費 修繕費

22 材料費 材料費

2 10 備消品費 備消品費

13 通信運搬費 電話料及び回線使用料

17 修繕費 修繕費

27 動力費 動力費

3 10 備消品費 備消品費

11 燃料費 燃料費

13 通信運搬費 電話料及び回線使用料

14 委託料 水質検査委託料

施設管理委託料

電気工作物保安管理委託料

15 手数料 手数料

17 修繕費 修繕費

23 薬品費 薬品費

26 保険料 火災保険料

27 動力費 動力費

34 光熱水費 水道料

6,600

180

管渠費

処理場費 60,422

ポンプ場費 3,960 450

115

3,000

82

21

118

19,449

28,832

4,527

499

215,783 190,354 25,429

2,091 3,091 △1,000 11

114

2,000

500

10

500

4,410

114

499

59,057

900

3,000

82

21

118

区　分

2,000

80

11

4,527

6,600

180

28,832

19,172

1,365

80

10

900

金　額

162

支　　 出

項　　　目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　　較
節

説　　　　　明
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1 款　下水道事業費用 （単位：千円）

4 1 給料 一般職給（１）

2 扶養手当

時間外勤務手当

管理職手当

期末手当

勤勉手当

3 賞与引当金繰入額

5 法定福利費 職員共済組合負担金

6 法定福利費引当金繰入額

7 普通旅費

10 備消品費

12

14 計画策定業務委託料

15 手数料

28 研修等負担金

退職手当組合負担金

市町村職員互助会負担金

公務災害補償基金負担金

地域環境資源センター負担金

29 資源循環促進税

32 貸倒引当金繰入額

4,682

委託料

11

印刷製本費

貸倒引当金繰入額

区　分

43,752

項　　　目

12,172

前年度
予定額

手当等

総係費

本年度
予定額

1,413

法定福利費引当金繰入額 140 140

旅費 118 118

金　額

180

1,413

4,682

比　　　較
節

説　　　　　明

674 674

586

50

739

31,580

賞与引当金繰入額

1,933

378

20

8

413

801

40

33,00033,000

負担金

印刷製本費 130

339備消品費 339

130

10

手数料

20

413

公課費 10

880

20
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1 （単位：千円）

5 1

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

6 1 固定資産除却費

2

1 1 企業債利息

2 一時借入金利息 一時借入金利息

2 1 消費税及び地方消費税

3

1 1 予備費 予備費

予備費

100

消費税及び地方消費

営業外費用

項　　　目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　　較

税

支払利息及び企業債

取扱諸費

減価償却費 105,008 112,064 △7,056 有形固定資産減価償却費

資産減耗費 100 10 90 固定資産除却費

105,008

節

建物減価償却費 14,973

説　　　　　明
区　分 金　額

0

45,423

1,650

10 10

企業債利息 5,983

44,612

5,983

予備費 1,850 1,850 0 1,850 1,850

款　下水道事業費用

100

1,650 800 850 消費税及び地方消費税

5,993

7,391 252

6,591 △598

1,650

1,850 1,850

7,643

－11－



1 款　資本的収入 （単位：千円）

1 企業債

1 1 建設改良債（過疎）

建設改良債（下水）

廃目

2 補助金

1 1 国庫補助金

2 1 県補助金

3 1 一般会計補助金

3 負担金等

1 1 一般会計負担金

2 1 受益者負担金

資本的収入及び支出

収　　 入

担金

項　　　目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　　較
節

説　　　　　明
区　分 金　額

16,200 16,200 0

その他の企業債 0 1,200 △1,200

建設改良債 16,200 建設改良債 16,200 8,10015,000 1,200

8,100

県補助金 2,589 2,589 0

国庫補助金 9,630 9,655 △25

一般会計補助金

国庫補助金 9,630 9,630

県補助金 2,589 2,589

5,6235,623

10,580 10,580

一般会計負担金 38,190 38,190

受益者負担金及び分担金受益者負担金及び分 10,580

他会計負担金 38,190 35,802

8,118

17,842 17,070 772

4,850 5,730

2,388

797他会計補助金 5,623 4,826

48,770 40,652
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1 款　資本的支出 （単位：千円）

1 建設改良費

1 1 給料 一般職給（１）

2 住居手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

5 職員共済組合負担金

10 備消品費

20 工事請負費

28 退職手当組合負担金

市町村職員互助会負担金

公務災害補償基金負担金

2 20

3 20

2

1 1 元金償還金

3

1 1 予備費 予備費 300予備費 300 0 300 300

968 0 968 工事請負費 968

予備費 300 0 300

1,680 工事請負費 1,680ポンプ場建設改良費 1,680 1,236 444 工事請負費

処理場建設改良費

38,190 38,190企業債償還金 38,190 35,802 2,388 元金償還金

38,190 35,802 2,388

工事請負費 968

企業債償還金

負担金 482

6

5

備消品費 115 115

36,094 工事請負費 36,094

471

480

法定福利費 760 760

7,713

2,751

1,435

管渠建設改良費 41,637 35,336 6,301 2,751

手当等

571

150

234

項　　　目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　　較
節

説　　　　　明
区　分 金　額

支　　 出

44,285 36,572
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　　令和７年度　鬼北町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

    （令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 当年度予定損益計算書 3,557
減価償却費 当年度予定損益計算書 105,008
固定資産除却損 100
賞与等引当金の増減額（△は減少） 貸借対照表　差引額 △ 9
長期前受金戻入額 当年度予定損益計算書 △ 105,001
受取利息及び受取配当金 当年度予定損益計算書 0
支払利息 当年度予定損益計算書 5,993
未収金の増減額（△は増加） 貸借対照表　差引額 △ 4,999
前払金の増減額 △ 175
未払金の増減額（△は減少） 貸借対照表　差引額 4,070
その他流動負債の増減額 0
小計 8,544
利息及び配当金の受取額 当年度予定損益計算書 0
利息の支払額 当年度予定損益計算書 △ 5,993
業務活動によるキャッシュ・フロー 2,551

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 40,752
国県補助金等による収入 11,108
負担金による収入 9,618
一般会計からの繰入金による収入 42,227
投資活動によるキャッシュ・フロー 22,201

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 16,200
建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 38,190
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 21,990

４　資金増加（減少）額 2,762

５　資金期首残高 27,188

６　資金期末残高 29,950
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１．　総括

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

- 2 - 7,433 4,042 11,475 2,313 13,788 

- 2 - 6,865 3,065 9,930 1,998 11,928 

- - - 568 977 1,545 315 1,860 

扶養手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外勤務
手当

（千円）

管理職手当
（千円）

管理職員特
別勤務手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

180 234 - 200 378 - 1,682 1,368 

360 234 - 300 - - 1,204 967 

△180 - - △100 378 - 478 401 

２．　給料及び手当の増減額の明細

増減額（千円） 備　考

338       338,000

58        
平均昇給率
1.42％

58,000

172       172,000

192       192,000

その他の増減分 785       785,000

その他（昇格含む）

職員手当 977       

制度改正に伴う増減分

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説　明（円）

給　　料 568       

給与改定に伴う増減分
人事院勧告に伴うもの
（適用期日　令和6年4月1日）

その他の増減分

昇給に伴う増加分

人事院勧告に伴うもの
（適用期日　令和6年4月1日）

その他（昇格等含む）

本　年　度

給 与 費 明 細 書

区　　　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費
（千円）

合計
（千円）

前　年　度

比　　　較

手
当
の
内
訳

区　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較
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３．　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たりの給与　

（２）　初　任　給

（３）　級別職員数

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
課長
主幹

（級別の基準となる職務）
区　　　　　　　分

企　　業　　職 主事 主査 主任

６　　　　　級 - -
計 2 100

係長 課長補佐

４　　　　　級 1 50
５　　　　　級 - -

前　　年　　前
令和６年４月１日　現在

１　　　　　級 1 50
２　　　　　級 - -
３　　　　　級 - -

本　　年　　度
令和７年４月１日　現在

１　　　　　級 1 50
２　　　　　級 - -
３　　　　　級 - -

６　　　　　級 - -
計 2 100

４　　　　　級 - -
５　　　　　級 1 50

224,338

区　　　　　　　分
企 業 職
級 職　員　数　（人） 構　成　比　（％）

区　　　　　　　分 企　業　職（円）
一般会計の制度

行　政　職（円）

令和７年４月１日　現在
高　校　卒 192,447 192,447
大　学　卒 224,338

前　　年　　度
令和６年４月１日　現在

平均給料月額（円） 286,013
平均給与月額（円） 324,513

平均年齢（歳）   37.2

区　　　　　　　分 企　業　職

本　　年　　度
令和７年４月１日　現在

平均給料月額（円） 309,663
平均給与月額（円） 350,996

平均年齢（歳）   38.2

－16－



（４）　昇給

２号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

８号給（人）

２号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

８号給（人）

（５）　期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

2.300 2.300 4.600

2.250 2.250 4.500

2.300 2.300 4.600

本　　年　　度 有

前　　年　　度 有

一般会計の制度（本年度） 有

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置 備　　考

-

号給数別内訳

- -

- -

- -

- -

前
年
度

職     員     数 （Ａ）　　（人） 2 2

昇給に係る職員数 （Ｂ）　　（人） -

比率（Ｂ）／（Ａ）    　　 （％） - -

区　　　　　分 合　　　　計 企 　業　 職

本
年
度

職     員     数 （Ａ）　　（人） 2 2

昇給に係る職員数 （Ｂ）　　（人） - -

号給数別内訳

- -

- -

- -

- -

比率（Ｂ）／（Ａ）    　 　（％） - -
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者
（月分）

２５年勤続の者
（月分）

３５年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

（７）　その他の手当

住　居　手　当 同 -

通　勤　手　当 同 -

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同 -

時間外勤務手当 同 -

管　理　職　手　当 同 -

管理職員特別勤務手当 同 -

区　　　　　分 その他の加算措置等　 備　　　　考

  支　給　率　等　

一般会計の制度
（支給率等）
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1 千円 千円 千円 千円

（1）

50,455

616,158

△ 341,280 274,878

2,517,368

△ 943,364 1,574,004

1,670,763

△ 1,060,568 610,195

360

2,509,892

2,509,892

2

（1） 29,950

（2）

10,063

519

△ 2 10,580

（3） 175

40,705
2,550,597

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

ロ そ の 他 未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

イ 営 業 未 収 金

ホ 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

令和７年度  鬼北町下水道事業予定貸借対照表

（　令和８年３月3１日　）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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4

（1） 366,747

（2） 0

0 366,747

366,747

5

（1） 0

（2） 12,800

（3） 1,174

（4） 6,720

（5） 12

20,706

6

（1）

2,081,575

623,459

305,374

194,170

764

770,761

3,976,103

（2）

△ 1,026,902

△ 312,860

△ 144,983

ハ 他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

ロ 県 補 助 金
収 益 化 累 計 額

ヘ そ の 他 長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

イ 国 庫 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 負 担 金

ホ 受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

企 業 債

引 当 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金
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△ 86,739

△ 149

△ 769,615

△ 2,341,248

1,634,855

2,022,308

7
（1） 472,750

472,750
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8

（1）
23,181
6,954

18,595
1,725

0
50,455

（2）
5,084

5,084
55,539

528,289
2,550,597

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

イ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

ハ 他 会 計 補 助 金
ニ 負 担 金
ホ その他資本剰余金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部
資 本 金

資 本 金

ヘ その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

長期前受金収益化

収 益 化 累 計 額

ホ 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

ニ 負 担 金
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1 千円 千円 千円

（1） 54,792

（2） 0

（3） 24 54,816

2

（1） 1,903

（2） 4,012

（3） 55,255

（4） 40,662

（5） 105,008

（6） 100 206,940

152,124

3

（1） 6,232

（2） 31,000

（3） 22,749

（4） 105,001

（5） 0 164,982

4

（1） 5,993

（2） 3,308 9,301 155,681

3,557

5

（1） 0 0 0

（2） 0 0 0

6

（1） 0

（2） 0 0 0

3,557

1,527
5,084

令和７年度  鬼北町下水道事業予定損益計算書
（　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで　）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

補 助 金

過 年 度 損 益 修 正 損

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
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1 千円 千円 千円 千円

（1）

50,455

616,158

△ 326,307 289,851

2,514,960

△ 897,941 1,617,019

1,632,517

△ 1,015,956 616,561

360

2,574,246

2,574,246

2

（1） 27,188

（2）

5,583

0

△ 2 5,581

（3） 0

32,769
2,607,015

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

ロ そ の 他 未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

イ 営 業 未 収 金

ホ 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

令和６年度  鬼北町下水道事業予定貸借対照表

（　令和７年３月3１日　）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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4

（1） 363,347

（2） 0

0 363,347

363,347

5

（1） 0

（2） 38,189

（3） 1,183

（4） 2,650

（5） 12

42,034

6

（1）

2,072,821

621,105

301,337

184,551

764

732,571

3,913,149

（2）

△ 982,381

△ 299,552

△ 137,655

ハ 他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

ロ 県 補 助 金
収 益 化 累 計 額

ヘ そ の 他 長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

イ 国 庫 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 負 担 金

ホ 受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

企 業 債

引 当 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金
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△ 82,592

△ 124

△ 733,943

△ 2,236,247

1,676,902

2,082,283

7
（1） 472,750

472,750
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8

（1）
23,181
6,954

18,595
1,725

0
50,455

（2）
1,527

1,527
51,982

524,732
2,607,015

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

イ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

ハ 他 会 計 補 助 金
ニ 負 担 金
ホ その他資本剰余金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部
資 本 金

資 本 金

ヘ その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

長期前受金収益化

収 益 化 累 計 額

ホ 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

ニ 負 担 金
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1 千円 千円 千円

（1） 55,126

（2） 0

（3） 26 55,152

2

（1） 257

（2） 3,143

（3） 43,688

（4） 11,800

（5） 111,735

（6） 1,503 172,126

116,974

3

（1） 0

（2） 6,651

（3） 9,000

（4） 109,444

（5） 0 125,095

4

（1） 6,442

（2） 18 6,460 118,635

1,661

5

（1） 0 0 0

（2） 0 0 0

6

（1） 0

（2） 0 0 0

1,661

134
1,527

令和６年度  鬼北町下水道事業予定損益計算書
（　令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで　）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 負 担 金

過 年 度 損 益 修 正 損

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
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注 記  

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記  

   

 １ 固定資産の減価償却の方法  

 （１）有形固定資産  

    減価償却の方法 定額法による  

    主な耐用年数  

     建物        38 年～50 年 

     構築物       30 年～50 年  

     機械及び装置    20 年～28 年 

        

 

 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）賞与引当金・法定福利費引当金  

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。  

（２）退職給付引当金  

    退職手当組合に加入しており、追加で発生する退職手当組合特別負担金については一般会計との取り決めに基づき、一般会計

がその全額を負担することとされているため、退職給付引当金は計上していない。 

（３）貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、一定の金額を計上している。  

    

 ３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項  

 （１）消費税等の会計処理  

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  
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Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記  

 １ 後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項  

 （１）貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は３７９，５４７千円である。 

 ２ 賞与引当金の取崩し 

 （１）当年度において期末・勤勉手当６月分（法定福利費含む）の支給のため賞与引当金８２３千円を取り崩す。 

 

 

 

Ⅲ セグメント情報に関する注記  

 

 １ 報告セグメントの概要 

鬼北町下水道事業は、農業集落排水事業、公共浄化槽等整備推進事業の２つを報告セグメントとしている。 

各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

    

事業区分 事業の内容 

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務 

公共浄化槽等整備推

進事業 
公共浄化槽等処理施設において汚水を処理する業務 
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